
＜圏域内の市町村による取組事例＞

高齢者声かけ支援事業を活用した高齢者の見守りシステム ニセコ町

＜取組の背景＞
本町は、人口5,000人程（高齢化率28％）の圏域中央に位置している。大きな人口減少はないが、

独居世帯や高齢夫婦世帯が増えてきている。
高齢者が自発的な介護予防に取り組み自立した生活を維持するため、要介護状態になりやすい高齢者

世帯への生活相談、安否確認及び緊急時の対応を行う生活援助員等を派遣し、早期に関係機関等によ
る支援体制を構築することを目的として、ニセコ町高齢者声かけ支援事業を開始した。

＜取組の内容＞
町がニセコ町社会福祉協議会に事業を委託し、訪問介護事業所内のヘルパーが登録している高齢者

宅に赴き、声かけ訪問を行っている。基本は2週に1回の頻度で訪問しているが、登録者の希望や必要性に
応じて週1回の訪問も可能である。1回15分程の訪問で体調や近況等を確認するが、登録者から相談が
あった場合には地域包括支援センターと連携して、支援体制の検討をしている。
社会福祉協議会と地域包括支援センターは、訪問記録を2週に1回の間隔で共有しており、登録者の

近況の把握ができている。また、早急に対応が必要な案件は電話で情報共有を行い、地域包括支援セン
ターでの総合相談につながっている。

＜工夫している点＞
地域包括支援センターでは、独居高齢者宅に状況把握のため訪問し、高齢者声かけ支援事業の活用

を勧めている。
ニセコ町社会福祉協議会では配食サービス事業の配達時にも声かけや安否確認を行い、見守り機会の

充実を図っている。

＜実感している効果＞
地域包括支援センターだけでは把握しきれない高齢者の近況や、変化を高齢者声かけ支援事業を通じ

て、把握することができている。特に、長期間に渡り声かけ訪問を続けることで、細かな認知機能の変化に気
付く場合があり、高齢者の自立した生活を維持できるように、早期に支援体制を構築することができている。
高齢者にとっても、定期的に体調を確認しに来てくれる人がいるという安心感があり、独居や高齢世帯夫

婦のみでの生活における心理的不安の解消につながっている。

執筆協力：ニセコ町
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

留寿都村介護予防・地域支え合い事業 留寿都村

＜取組の背景＞
高齢者等が要介護状態になることを予防するとともに、住み慣れた地域で自立した生活を継続できるよ

う、在宅福祉の増進を図ることを目的として実施している。

＜取組の内容＞
●軽度生活援助事業（留寿都村社会福祉協議会に委託）
☞ 日常生活上の援助

●生きがい活動支援通所事業（社会福祉法人渓仁会に委託）
☞ 利用者間の交流を図ることにより、社会性を持続する。

●配食サービス事業（留寿都村社会福祉協議会に委託）
☞ バランスのとれた食事の提供と同時に安否や近況の確認を行う。

●除雪サービス事業（留寿都村社会福祉協議会に委託）
☞ 居宅周辺の除排雪を実施

＜工夫している点＞
介護サービスでは対応できないケースをフォローする制度として住民にも浸透しており、要介護・要支援認

定を受けていない高齢者で交通空白地に住んでいる場合や運転の可否、協力者の有無に応じて必要性を
判断し、村が許可する者を対象としている。
「軽度生活援助事業」は買い物の付き添いや診察の同席など外出先での援助を受けられるサービスであ

り、留寿都村社会福祉協議会が実施する「外出サービス事業」の送迎と併せて利用することが多く、一連の
支援となっている。

＜実感している効果＞
●慢性的な虚弱状態にある高齢者以外にも、元気高齢者が一時的に腰を痛めたり、家族が短期的に不
在になるときに利用するなど、小さな困りごとにもきめ細やかな支援ができる。

●心配な高齢者に対し、早期介入や定期的な見守りができ、リスクファクターや変化の徴候に早期に気付
き、対応することができる。

●「元気な人でも利用できるサービス」という認識を持ってもらうことで、サービスを利用する抵抗感を少しでも
軽減し、支援の受容を促すことができる。

●生活に必要な外出を少しでも手厚く支援することで、安心して運転免許を返納することができ、危険運転
防止にもつながっている。

執筆協力：留寿都村
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

仁木町における生活支援等に関する取組について 仁木町

＜取組の背景＞
本町は人口3,089人（高齢化率40.7％）（令和５年３月31日現在）となっており、後志圏域北部

に位置している。
本町の特徴として、町の中心部から離れた場所にも高齢者が住んでおり、JRや公道を走る公共交通機関
はあるものの、公共の便が不十分である。
また、果樹栽培が盛んであり、家族が同居していても、農業に従事する期間は家を留守にすることが多いた
め、ケアが必要な対象者が１人となる場面が多い。
地域ケア会議では、こうした世帯の課題について議論されており、家族支援力や制度的支援がなくても地
域で支えられるような支援体制の基盤づくりを検討している。継続して在宅生活を送れるよう、これまで以下
のような取組を行っている。

＜取組の内容＞
〇外出支援サービス
要支援認定を受けている方、要介護認定をお持ちでない方のうち、公共交通機関の利用が困難な方に
対して、町内及び隣町の余市町を範囲として、月２回まで通院や買い物における送迎を行うサービス。

〇ふれあい収集
ごみステーションまでのごみ排出が困難な高齢者や障がい者に対して、自宅前まで回収業者が伺い、排
出を行うサービス。

〇障がい部局との連携
地域ケア会議には障がい担当にも参加してもらい、介護・障がい分野での連携強化を図っている。

＜工夫している点＞
高齢・障がい・介護など複数の部署が対応することが多いため、いずれの取組においても、担当者間で情

報共有することを心がけている。

＜実感している効果＞
利用者は一定数いることから、在宅生活を送るための一助となっていると捉えている。
また、地域ケア会議などを通じて複数部署で共通認識を持っておくことにより、迅速に対応できていると考

えている。

執筆協力：仁木町
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

［生活支援］ １ 要支援者への通院送迎サービス 赤井川村
２ 移動困難者へのおでかけアシストサービス

＜取組の背景＞
赤井川村は公共交通機関が村内と余市町を結ぶバス路線しかなく、その路線も令和３年３月に北海道中央バス

での運行を終え、村が運営を引き継いでおります。
バス路線は村の基幹道路である道道及び国道沿いの路線であり基幹道路を離れた地区への交通対策は皆無でし

た。
さらに、赤井川村では村内に要支援者に対する通院支援を行うサービスが無く、バスによる通院（特に村外医療機

関）が困難な方はタクシーや家族・知人の送迎にて通院されている状況です。

＜取組の内容＞
社会福祉法人赤井川村社会福祉協議会による事業
１ 要支援者への通院送迎サービス
（１）正式事業名 福祉有償運送運営（通院送迎サービス）
（２）目的 村内高齢者、障がい者等で、移送手段を確保することが困難なため医療、福祉施設等、

本人が希望するサービスの利用が困難な人に対して、福祉有償運送を実施することによ
り、自立を促進して地域福祉の向上を図ること。

（３）運送の対象者 ①介護保険の要介護、要支援認定者、自立支援事業対象者
②身体障害者手帳、療育手帳、精神障碍者保健福祉手帳保持者
③その他社会福祉協議会会長が必要と認めた者
※①に関して要介護の方は介護サービスを優先して利用してもらう。

（４）利用者の登録 事業の利用には利用申請を行い登録を受けることが必要
（５）利用の申し込み 利用日の3日前までに電話にて申し込む
（６）利用日 土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（12/30～1/5）以外

（月に1回土曜日に行われる赤井川診療所での整形外科診察日は利用できる）
（７）利用時間 8:30～17:00
（８）運送範囲 村内、余市町及び仁木町、なお発着地は赤井川村とする
（９）利用料金 赤井川診療所 1往復500円、余市町・仁木町 1往復1,500円
２ 移動困難者へのおでかけアシストサービス
（１）正式事業名 交通空白地有償運送運営（おでかけアシストサービス）
（２）目的 村内住民で村内の移動手段を確保することが困難な人に対して、運送を実施することによ

り、公共施設での各種手続きのための利用やサークル活動への参加、買い物の支援を促
進して地域福祉の向上を図ること。

（３）運送の対象者 村に存在し会員登録をした者（通院目的は不可）
（４）利用者の登録 事業の利用には利用申請を行い登録を受けることが必要

入会金1,000円
（５）利用の申し込み 利用日の3日前までに電話にて申し込む
（６）利用日 土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（12/30～1/5）以外
（７）利用時間 8:30～17:00
（８）運送範囲 村内
（９）利用料金 片道 100円

＜工夫している点＞
社会福祉支援隊員（地域おこし協力隊）を活用し、赤井川村社会福祉協議会へ赤井川村地域おこし協力隊員

活動支援業務として委託している。

＜実感している効果＞
令和5年7月より利用者登録等の準備、翌8月より事業実施しているが、8月の利用数は通院送迎サービスが９回、

おでかけアシストサービスが11回となっており、需要があることが分かる。
利用者の意見も好評で、冬になると徒歩や電動カーでの移動が困難になるので頼みたいといわれる人も多く、さらなる利

用の伸びが見込まれる。
執筆協力：赤井川村
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

由仁町地域包括ケアシステム取組（条例制定・24時間体制の医療相談システムの運用） 由仁町

由仁町地域包括ケアシステムの推進に関する条例を制定
＜取組の背景＞

住民の多くの方は、高齢になり医療や介護が必要な状況になっても、適切なサービスを利用して、自立し
た日常生活を送ることを望んでいます。
住民の誰もが安全・安心に暮らせるまちづくりを目指すため、社会保障制度はもとより、医療、介護、介護

予防、住まい及び生活支援が一体的かつ継続的に提供される「地域包括ケアシステム」をより一層推進す
るため条例を制定しました。
条例の施行日：令和５年10月１日

＜主な取組内容＞
町、町民、医療・介護等関係者が、自助、互助、共助及び公助の考え方に基づき、それぞれの役割を理

解し、協働して体制を整えます。
地域包括ケアシステムの推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、地域包括ケアシステム

連携推進会議を設置します。

緊急通報装置を活用した２４時間体制の医療相談システムの運用
＜取組の背景＞

高齢化の進展（令和５年４月１日現在高齢化率43.0％）や独居高齢者の増加及び地域の公共
交通機関の減少している状況の中でも、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる体制を整える。

＜取組の内容＞
一人暮らしの高齢者や障がい者などの自宅に、緊急通報装置を設置。緊急通報装置は、救急要請が

できるほか、救急車を呼ぶほどでもないが、体調に不安がある場合、町立診療所の医師や看護師と直接電
話で医療相談でき、24時間体制でサポートし、状況により医師が往診を行うこともできる。

＜工夫している点＞
緊急通報装置設時に、利用者から同意を得、利用者の緊急連絡先や健康に関する情報などを情報共

有システム（バイタルリンク）に掲載する。医療相談や往診を利用する際、町立診療所の医師や看護師が
利用者の情報を確認することで、迅速で適切な対応ができる。

＜実感している効果＞
健康に不安を抱える一人暮らしの高齢者などが、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる。

執筆協力：由仁町

＜緊急通報装置＞
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

在宅高齢者の安否確認を含めた情報連携 長沼町

＜取組の背景＞
介護が必要になった状態になっても住み慣れた地域で安全に安心して暮らせるためには、地域における見

守り、安否確認などの在宅サービスが重要となってくる。
町内では高齢者世帯や高齢者で独居の方が増えているが、ご家族が遠方にいて緊急時等に直ちに対応

できず、不安に過ごしている高齢者が多くおり、その不安解消のために社会福祉協議会と地域包括支援セ
ンターが連携して安否確認、利用者の情報連携を行っている。

＜取組の内容＞
社会福祉協議会のボランティア約２０名が週１回から月１回程度（個人の要望に合わせて周期を決

めている）申込みのあった方々へ電話で安否確認を取っている。
電話がつながらない時は、社会福祉協議会の職員へボランティアから連絡が入り、必要に応じて自宅へ直

接訪問し、安否確認を行う。訪問でも安否確認がとれない場合は、地域包括支援センターへ連絡が入り、
関係機関（町、警察等）と連携して確認を行う。

＜工夫している点＞
ボランティアが電話する時には、体調等の確認だけではなく、普段の生活についても聞き取ることで、閉じこ

もりがちの高齢者が外の誰かと話せる、相談できるようにしている。
また、月に１度、社会福祉協議会職員と地域包括支援センター職員が高齢者支援会議を開催し、お

互いの情報を共有できるようにしている。

＜実感している効果＞
毎日を自宅だけで過ごし、閉じこもりがちな高齢者でも外の人と話すことでリフレッシュでき、遠方にいるご

家族も何かあった時のための安心へつながっている。
また、月１回の社会福祉協議会職員と地域包括支援センター職員の情報共有の場でも、在宅で生活

している高齢者で支援が必要な方々の把握ができ、早期の対応へとつながっている。

執筆協力：長沼町

＜取組の様子＞
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

若年性認知症・軽度認知症高齢者本人向けの事業(コミュニティ農園畑楽(はたらく)) 滝川市

＜取組の背景＞
本市は、北海道のほぼ中央に位置し、道央自動車道やJR函館本線が通るなど、札幌市、旭川市双方

からアクセスがしやすい環境である。人口は38,777人、高齢化率35.46％（R2国勢調査）となっており、
中空知圏域内で最も人口数が多く、高齢化率は低い。
本市では、高齢者人口の増加に伴う認知症患者数の増加に備え、「認知症本人が自分のやりたいことを

あきらめずに取り組み、人の役に立ち達成感を味わう事」ができるよう、認知症を我が事として前向きに考えら
れる「新しい認知症観」を広げることを目的として取り組みを検討した。

＜取組の内容＞
地域包括支援センターが主体となって農園を用意し、介護サービスにつながっていない若年性認知症の

方・高齢者の軽度認知症の方が、苗植えや野菜の収穫といった畑作業を通して、健康づくり・気分転換・当
事者間の交流が促進されるよう図っている。

＜工夫している点＞
・ 認知症本人が参加しやすいよう、送迎バスを用意。（市のバスで送迎）
・ 市内の短期大学、高等看護学院の学生の中から、ボランティアとして参加希望の学生を登録し、参加し
たい日時の活動に参加する仕組みとしている。高等看護学院の地域実習の一つが第1回目の畑楽であ
り、学生や就労している人も参加しやすいよう、土曜日に開催している。

・ 様々な世代、多機関の人達の参加につながり、広がりを見せている。（国際交流員、食生活改善推進
員、婦人ボランティア等）

＜実感している効果＞
・ 苗植えした野菜を収穫する達成感、作物を持ち帰り家族から感謝されることで、自分の役割意識の増進
につながっている。

・ 畑作業は誘いやすく、「デイサービスは嫌だけど、畑なら行く」という方など、抵抗なく参加する方が多い。
・ 認知症の有無と畑作業の知識・技術は関係がなく、学生や職員が作業について教えてもらっており、褒め
られることや尊敬されることで、自己肯定感が高まっている様子である。

・ 学生は、高齢者と関わる機会が少なく、こうした場に参加したいと思う学生も一定数いることが分かった。
高齢者も若者との会話で表情が明るくなり、学生も認知症などについて理解する場になっている。

執筆協力:滝川市

＜取組の様子＞
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＜圏域内の市町村による取組事例＞

在宅医療・介護連携推進事業及び地域リハビリテーション事業 深川市

＜取組の背景＞
本市は、中核市である旭川市に隣接しており、急性期医療などでは同市との結びつきが強い。人口は1

9,980人、高齢化率42.76％（R2国勢調査）となっている。
本市では、平成26年10月の北空知圏振興協議会民生部会において「北空知管内（第２次医療圏）

における地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と連携のあり方検討に関する中間報告」として、道
内でも急速に人口減少が進むと予測されている北空知圏域の将来人口の推計をはじめ、圏域内の限られ
た医療・介護資源の実態や、医療・介護サービスの相互利用の状況、今後の需要予測などの検討を重ね
た結果、１市４町が共同し北空知第２次保健福祉医療圏を維持し、深川保健所や深川医師会など関
係機関等と連携を図り、地域包括ケアシステムの構築に向けて取り組むべきであるとの認識に至った。

＜取組の内容＞
2016年（平成28年）3月に、「北空知における地域医療・介護の提供体制の確保と連携に関する協

定書」を１市４町で締結し、「北空知地域医療介護確保推進協議会」を設置。その中で具体的な事業
内容を協議することとしており、その拠点として１市４町から事業の委託を受ける、「北空知地域医療介護
連携支援センター」を深川市立病院内に設置し、各種事業に取り組んできました。

＜工夫している点＞
・ 在宅医療・介護連携推進事業に定められた8つの事業の他、地域リハビリテーション活動支援事業、認
知症初期集中支援事業、休日・夜間救急医療体制の維持・確保、医療・福祉・介護人材の確保など
管内独自の取り組みとして広域で協議

・ 協議会の構成団体は医療・介護に関する事業所等から幅広く参画（市町包括担当者、保健所、介護
事業所、医師会、歯科医会、消防組合、介護支援専門員連絡協議会、薬剤師会等）

・ 協議会～運営会議～専門部会～小部会と会議体を階層化、課題を細分化しそれぞれ専門的に協議
・ 平成28年度の設置からＰＤＣＡサイクルにより、２～３年おきに取り組み事業の評価と実施体制の検
討を行い、委員意見を取り入れながら持続的な協議体制を構築

＜実感している効果＞
地域住民が住み慣れたまちで安心して暮らすために、少ない医療介護資源を支援関係者の「顔の見える

関係づくり」でカバーすることをコロナ禍においても継続して取り組んできた。
支援関係者が、各種研修や「ケア・カフェ」など各種の取り組みで顔を合わせることで、入退院支援業務

等において円滑な関係を築くことができている。
執筆協力:深川市

＜取組の様子＞
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